
大師河原水防センター運営等業務委託に関する仕様書 

 

１ 目  的 

大師河原水防センターは、「多摩川エコミュージアムプラン」の運営拠点及び情報発信センタ

ーであり、国が推進する「多摩川流域リバーミュージアム」の情報発信の拠点である。また、

市民・企業・学校・行政の協働によりその魅力を最大限に活用し、多くの市民が楽しく憩える

環境を目指す「川崎市新多摩川プラン」を推進する拠点とする。 

本仕様書は、これらの計画を推進するため、大師河原水防センターに係る受付・案内業務、

多摩川の魅力発信に係る広報業務、環境学習推進業務等を委託することを目的とする。 

   

２ 履行場所 

川崎市川崎区大師河原１丁目１番１５号 大師河原水防センター地内 

  （国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所が所管する大師河原地区河川防災ステーション

の一部） 

 

３ 履行期間 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

４ 施設概要（別紙「位置図」「別図３」参照） 

 主要機能   １階  河川情報室、水防倉庫、備蓄倉庫 

         ２階  災害支援室     ※ＲＦあり  

 

５ 業務実施報告書等の提出 

（１） 受注者は、施設の利用状況などを把握し、業務の完了に際しては、委託期間満了後すみ

やかに委託業務完了届及び業務実施報告書等を提出し、発注者の承認を得るものとする。

記載する概要は次のとおりとする。 

ア 来館者数、団体受入状況、年間概況報告、その他特記事項 

イ 年間行事・展示・広報実績報告、月ごとの行事・展示・広報予定、その他特記事項 

ウ 定期点検報告、ＡＥＤ日常点検表、その他特記事項 

エ 管理範囲内で事故が生じた場合の事故原因・被害等状況・館の対応等 

オ 決算報告 

（２） 本業務遂行中においても、適宜受注者より進捗状況を報告するものとする。諸事故又は

第三者に与えた損害についてはすべて受注者の責任において解決するものとし、その経過

は速やかに発注者へ報告しなければならない。 



６ 開館時間等 

  午前１０時から午後４時まで 

ただし、環境学習及びイベントなどの開催に際しては、発注者と協議により開館時間外に開

館することができる。 

 

７ 休館日等 

（１）毎週月曜日、火曜日及び金曜日（国民の祝日に関する法律に規定する休日（以下「休日」

  という。）を除く。） 

ただし、環境学習等の開催に際しては、発注者と協議により休館日に開館することができ

る。 

（２）１２月２９日から翌年の１月３日まで 

（３）風水害等により施設の開館ができない日 

（４）国土交通省や発注者が災害時等に使用する日 

   なお、発注者が認める場合には上記の休館日に加えてその他の日も休館することができる。 

 

８ 入館料等 

  入館料については無料とし、館を利用した営利目的の事業を行うことはできない。 

 

９ 業務内容 

受注者は、本仕様書と国と発注者が締結した「大師河原水防センター使用及び維持管理に関

する管理協定」等に規定する内容を実現するために、施設管理責任者を置くことを原則として、

次に掲げる業務を適正に執行するものとする。 

（１） 施設等の維持及び安全管理業務 

   ア 施設開館日における出入り口扉の鍵の開閉 

   イ 施設設備の維持管理 

項目 内容 頻度 

施設内の清掃 施設設備（扉、窓ガラス、手

摺、机、椅子等）の清掃、屋

上階の雑草清掃 

適宜 

館内トイレの清掃 トイレットペーパーの補充、

ゴミ拾い、便器と洗面所の清

掃、故障時などの利用中止措

置と発注者への連絡等 

清掃：開館日ごと 

その他：適宜 

 

ごみの収集処分 事業系一般廃棄物処理 適宜 

空調設備の清掃 吹出口の軽易な清掃 適宜 

国土交通省関東地方整備局

京浜河川事務所及び本発注

者所有の施設内展示物の維

持 

パネル等 適宜 



その他消耗品類の補充 文具等 適宜 

※水槽設備等の修繕については、受注者が実施するものとする。 

ウ 備品管理 

本施設に備え付けの備品の管理を行うこととする。また、その他、必要とされる備品

の調達や更新については、原則として発注者又は国の負担とする。 

なお、維持管理経費として見込んでいる備品を購入した場合、備品は発注者に属する

ものとし、それ以外に受注者が管理に必要として受注者の自主的な費用により調達した

備品は、受注者に属するものとする。 

受注者が管理する市の備品は、次のとおりとする。 

品 名 規 格 数 量 備品番号 取得年月 

ファックス パナソニック ＫＸ－ＰＤ

６１５ＤＬ－Ｗ 

１台 1372 令和元年 

6 月 

液晶プロジェクタ

ー 

ＥＰＳＯＮ ＥＢ－Ｗ６ １台 909 平成21年 

3 月 

望遠鏡 Ｖｉｘｅｎ ＧＥＯＭＡⅡ

ＥＤ６７－Ｓ 

１台 463 平成20年 

3 月 

小型双眼実体顕微

鏡  

ファーブル 

小型双眼実体顕微鏡 １台 770 令和元年 

7 月 

小型双眼実体顕微

鏡  

ファーブル 

小型双眼実体顕微鏡 １台 777 令和 2 年 

5 月 

冷凍・冷蔵庫 ２ドア サンヨー ＳＲ１

１１Ｐ  

１台 14971 平成20年 

3 月 

アウトドアテント モンベル Chronos Dome4 １張 1325 令和 2 年 

3 月 

富士通 ノートパソ

コ 

ン ＬＩＦＥＢＯＯ

Ｋ  

ＥＸ １５．６型 

Ａ５５１０ Ｃｏｒｅｉ５ 

Ｓｍ 

ｕ ＦＭＶＡ８４０４ＦＰ 

１台 17576 令和 3 年 

3 月 

Ｗｅｂ会議用カメ

ラ＆ 

スピーカーフォン 

サンワサプライ ＣＭＳ－Ｖ

４７ 

ＢＫ 

１台 1705 令和 3 年 

3 月 

双眼鏡 ニコン ＭＯＮＡＲＣＨ 

Ｍ７ ８×３０ 

１個 4649 令和 4 年

12 月 

双眼鏡 ニコン ＭＯＮＡＲＣＨ 

Ｍ７ ８×３０ 

１個 5613 令和 5 年 

3 月 

 

エ 法定点検 

   （ア）法令に基づく消防設備点検の実施 

・機器点検（外観及び機能）：半年に１回、受注者が実施 

・総合点検：１年に１回、受注者が実施 



 

施設 設備 数量 

大
師
河
原
水
防
セ
ン
タ
ー 

誘導灯 ３台 

消火器 ４本 

自動火災報知設備 

受信機 １基 

煙感知器 １個 

差動式スポット型感

知器 

３４個 

定温式スポット型感

知器 

３個 

差動式分布型感知器 ３個 

発信器 ２個 

音響装置 ３個 

常用電源 １式 

非常電源 １式 

増設ベル １個 

※上記、設備に係る配線点検を含む。 

   （イ）その他の法定点検については、国により実施 

オ 光熱水費等の支払い：なし 

項目 負担方法 

電気料 受注者の負担なし（国・発注者により負担） 

上下水道料 受注者の負担なし（発注者により負担） 

電話料 受注者の負担なし（発注者により負担） 

カ 水槽の清掃と生きものの飼育 

来館者が鑑賞しやすく、また、衛生的な環境を保つため、コケやエサ等の屑を除去及

び清掃し、生きものの飼育（エサやり等）を行う。なお、汚れが著しい場合など、適宜

清掃を行うこととする。 

 

水槽の種類 数量（参考） ポンプの有無 飼育状況 

大型の水槽 

（横幅１～２ｍ程度） 

１基 あり カニ等 

中型の水槽 

（横幅１ｍ程度） 

４基 あり 淡水魚等 

※ 水槽は展示する生き物によって数量が変動する可能性あり。 

キ 大師河原水防センター地内の軽易な清掃（別紙「位置図」参照） 

施設周辺のゴミ拾い等の軽易な清掃 

   ク 自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）の貸出し及び簡易な点検 

     発注者が館内に設置するＡＥＤについて、救命措置のために貸出しを求められた場合

は、貸出しを行う。なお、開館時間内には、救命講習（概ね３年ごとに受講）を受講し



た職員を配置するように努めることとし、ＡＥＤを使用して救命措置を行った場合には、

速やかに発注者へ連絡して経緯を報告する。 

簡易な日常点検として、点検担当者（複数の者による当番制も可）を設置し、ＡＥＤ

のステータスインジケータが異常を示していないこと及び電極パッドの有効期限につい

て、開館日ごとに１回以上の確認をする。ステータスインジケータが異常を示している

場合には、発注者があらかじめ示した連絡先へ連絡し、発注者へも報告する。 

（２） 受付及び案内業務 

名札を着用の上、来館者への対応、多摩川に関する説明及び利用案内を行うこと 

（３） 多摩川に関するパネル、クラフト等の展示業務 

    ア １階河川情報室を利用した多摩川の自然や歴史、文化等の展示と案内 

イ 多摩川河口干潟に特化した資料の整備やクラフト作成コーナーの設置及び展示 

   ウ 水槽での多摩川に関する生きもの展示と案内 

（４） 多摩川の魅力発信等の広報業務 

ア 定期的に広報物を作成し、本施設の催物情報や事業・行事情報の発信を行い、本施設

への集客や市民が多摩川で活動するための啓発に取り組むこと 

イ 大師河原水防センターホームページの作成と更新をし、本施設の情報の発信を行うこ

と 

※高齢者や障害者を含む誰もが利用しやすいホームページとなるよう務めること 

ウ その他、発注者の広報や民間情報誌等への情報発信に努め、広く広報活動を行うこと 

（５） 多摩川を生かした市民等への環境学習推進業務 

     多摩川の自然や歴史・文化等、多摩川流域の魅力を広く市民に知らせるための環境学習

を実施又は推進するための資料作成を行う。なお、発注者と協議により市民等への要望に

応じて平日の休館日に開館することができる。（目安：月５回程度） 

（６） 防災意識の啓発及び大師河原河川防災ステーションの訓練利用調整業務 

    水防を中心とした防災意識の啓発に資する取組、地域防災の拠点施設（総合水防訓練、

ヘリコプター離発着訓練、緊急物資輸送訓練等）として利用される訓練利用に係る近隣住

民や来館者への案内及び注意喚起等 

（７） 多摩川流域団体等とのネットワーク推進業務 

ア だいし水辺の楽校への活動支援と協力 

  大師河原水防センターを拠点として活動するだいし水辺の楽校の活動と密に連携を

図り、円滑な活動に資すること 

イ 国土交通省京浜河川事務所、多摩川流域関係団体との事業連携と協力 

ウ 提案業務（例：スコップ１００、夏休み自由研究、自然のお話し会の実施） 

エ 水たまキッズ運営支援（年４回程度） 

 

10 従事者の配置 

９（１）～（２）の業務について、開館時には合計で２名以上の従事者を配置する。臨時で

休館とする場合には、従事者数を両者で協議する。なお、その他の業務については、必要な人

員を従事させることとする。 

 



11 一般事項 

（１） 受注者は、本仕様書のほか業務委託契約書、及びその他関係法令等を遵守し、業務の円 

滑な進捗を図るものとする。 

（２） 受注者は発注者監督員と常に連絡を取り、その指示及び監督を受けなければならない。 

（３） 受注者は、業務の履行に際しては国及び発注者の事業の公共性を考慮し、常に来館者の

便益に供与するよう努め、来館者からの信頼を確保しなければならない。 

（４） 受注者は、法令を遵守して誠実に業務を遂行し、発注者の信用を失墜する行為を行うこ

とのないよう、十分に注意しなければならない。 

（５） 受注者は、業務の履行にあたり、故意又は過失により、国、発注者及び第三者に損害を

与えた場合、その損害賠償責任を負うものとする。また、発注者が賠償責任を負った場合

で、受注者の責任も認められる場合には、発注者は受注者に対し求償権を行使することが

できるものとする。 

（６） 緊急時において発注者や国からの指示があった場合には、その指示に従わなければなら

ない。 

（７） 受注者が交替する場合、市民サービスの低下を招かないよう、真摯に対応するとともに、

相当の期間を設けて適切に引継ぎを行うこと。 

（８） 受注者は、自らが背負うリスクに対し、必要な保険に適切な範囲で加入すること。 

 

12 業務の履行にあたっては、必要に応じて発注者監督員と協議し、これを進めることとする。

川崎市新多摩川プラン等の推進に資する新規事業又は発注者の確認及び調整が必要な事業を企

画・実施する場合、受注者が実施の優先順位を検討したうえで、必ず事前に発注者の了承を得

なければならない。 
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＝大師河原水防センター運営等業務委託において維持管理する区分





個人情報の取扱いに関する情報セキュリティ特記事項 

 

（趣旨） 

第１条  この特記事項は、個人情報の取扱いを伴う事務事業の委託に

ついて、必要な事項を定めるものである。 

（基本事項）  

第２条  受注者は、業務の履行に当たり情報セキュリティの重要性を

認識し、情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざんその他事故等から

保護するため、必要な措置を講じなければならない。  

（情報セキュリティ関連規定の遵守）  

第３条  受注者は、この契約による業務に関する情報資産の取扱いに

ついては、個人情報の保護に関する法令のほか、川崎市情報セキュ

リティ基準その他の関連規定を遵守しなければならない。  

（個人情報の適正な維持管理）  

第４条  受注者は、この契約の履行に当たり個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」という。）に

規定する個人情報（以下「個人情報」という。）を取り扱う場合は、

個人情報の保護を図るため、個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き

損その他の事故等を防止するための必要な措置を講ずることにより、

個人情報について適正な維持管理を行わなければならない。  

２  受注者は、この契約の履行に必要な業務に従事させる者に対して、

業務が適切に履行されるよう、必要な監督を行わなければならない。

また、個人情報保護法にある罰則規定を周知しなければならない。  

（秘密保持及び第三者への提供の禁止）  

第５条  受注者は、この契約の履行に当たり知り得た秘密及び個人情

報を第三者に開示し、又は漏えいしてはならず、並びにあらかじめ

発注者が書面により承諾した内容を除いて、この契約の履行により

知り得た情報を第三者に提供してはならない。この契約が終了し、

又は解除された後においても、また、同様とする。  

２  受注者は、前項の義務を遵守するために必要な措置として、この

契約の履行に必要な業務に従事させる者に対して、川崎市情報セキ

ュリティ基準第２章９（１）オの定めに従い、秘密保持等に関する

誓約書を提出させなければならない。  

３  発注者は、第１項の規定に違反するおそれがある場合は、受注者

に対し関係資料の提出を求め、又は発注者の職員をして履行場所等

に立ち入らせ、文書その他の資料を調査させ、若しくは関係者に質

問させることについて協力を求めることができる。 

（再委託の禁止）  

第６条  受注者は、この契約による業務の全部を一括して、又は主要

な部分を第三者に委託してはならない。ただし、業務の一部（主要



な部分を除く。）であって、発注者に事前に書面により申請し、発注

者の書面による承諾を得た場合はこの限りでない。  

２  受注者は、前項ただし書により発注者に申請する書面には、再委

託先の名称、再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先

において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保

する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法等を記載しな

ければならない。  

３  受注者は、第１項ただし書により委託する場合は、受託者の当該

事務に関する行為について、発注者に対して全ての責任を負うもの

とする。 

（指示目的外の利用の禁止）  

第７条  受注者は、この契約の履行に必要な業務に関する情報をその

他の用途に使用してはならない。  

（情報の複写及び複製の禁止）  

第８条  受注者は、この契約の履行に当たり、発注者の指示又は承諾

があるときを除き、受託業務に関する情報を複写し、又は複製をし

てはならない。  

（情報の帰属権）  

第９条  業務に関する情報が記録された記録媒体等の内容をなす一切

の情報は、当該業務の処理のため発注者が提供した発注者の情報で

あって、受注者はその内容を侵す一切の行為をしてはならない。  

２  発注者及び受注者は、この契約に関わる全ての情報の記録等、当

該受託業務完成に必要なものが、発注者の所有物であることを確認

する。ただし、受注者が所有するソフトウェア及び著作権、特許権

その他の権利でこの契約の履行のために適用したものについてはこ

の限りではない。 

３  受注者は、この契約の履行による成果物の全てについて、第三者

の著作権、特許権その他の権利を侵してはならない。  

（情報資産の保護）  

第１０条  受注者は、受託業務に関する情報資産を発注者の指定した

場所以外には、搬出できないものとする。  

（情報資産の受渡し）  

第１１条  この契約による業務に関する情報資産の提供、返却又は廃

棄については、受渡票等で確認し、行うものとする。  

  （情報資産の授受及び搬送）  

第１２条  この契約で履行する業務に関する情報資産の授受及び搬送

は、発注者の管理責任者が指定する職員と、受注者の管理責任者と

の間で行う。  

２  業務に関する情報資産の授受及び搬送を受注者が行う場合は、そ

の費用は受注者の負担とし、受注者の責任において行うものとする。  



（厳重な保管及び搬送）  

第１３条 受注者は、この契約による業務に関する情報資産の漏えい、

改ざん、滅失、き損その他の事故等を防止するために、情報資産の

厳重な保管及び搬送に努めなければならない。  

（情報資産の返還又は廃棄）  

第１４条  受注者は、この契約が終了し、又は解除されたときには、

この契約による業務に関する情報資産を速やかに発注者に返還し、

又は発注者の指示に従い、情報を復元できないよう措置を講じ、安

全適切に廃棄しなければならない。  

（入退室管理事項）  

第１５条  受注者は、発注者の情報セキュリティ管理エリアに入室し

て業務を行う場合には、発注者の定める入退出に関する規定を遵守

しなければならない。  

２  発注者の情報セキュリティ管理エリアには、情報機器及び外部媒

体の持込み並びに持ち出しを禁止する。ただし、発注者に事前に書

面により申請し、発注者が許可した場合はこの限りではない。  

（身分証明書の携帯等）  

第１６条  この契約による業務に従事する受注者の従業員は、その業

務を行うに当たり、受託会社の商号及び自己の氏名が記載され、並

びに顔写真が付いた身分を示す証明書を携帯し、関係人から請求が

あったときには、これを提示しなければならない。 

（クラウドサービスの利用） 

第１７条  受注者は、クラウドサービスで業務に関する個人情報を取

り扱う場合は、次に掲げる条件を全て満たすクラウドサービスから

選定しなければならない。 

（１）個人情報のデータが保存されるデータセンターは日本国内にあ

ること。 

（２）日本国の法令の範囲内で運用できるクラウドサービスであるこ

と。また、日本国内の裁判所を合意管轄裁判所とすること。 

（３）クラウドサービス提供者による情報資産の目的外利用が禁止さ

れること。 

（４）各種の認定・認証制度（ISMAP、ISMAP-LIU、ISO/IEC27001・27017

等）の適用状況等から、クラウドサービス提供者の信頼性が十分

であることを総合的・客観的に評価し、判断可能なこと。 

２  受注者は、クラウドサービスで業務に関する個人情報を取り扱う

場合は、クラウドサービスの設定の誤り等による個人情報の漏えい

その他の事故等を防止するため、必要な措置を講じなければならな

い。 

（事故発生時の報告義務）  

第１８条 受注者は、この契約による業務に関する情報資産の漏えい、



紛失、盗難、改ざんその他事故等が生じ、又は生じた可能性がある

ことを知ったときには、速やかに発注者に報告し、その指示に従わ

なければならない。この契約が終了し、又は解除された後において

も、また、同様とする。  

２  この場合、受注者は、その事故発生の理由にかかわらず、速やか

にその状況、処置対策等を書面により発注者に報告しなければなら

ない。  

（業務の報告又は検査等）  

第１９条  発注者は、必要があるときは、いつでも受注者の業務の処

理状況について報告を求め、又は個人情報の取扱いについて必要な

措置が講じられているかどうか確認するため、受注者及び再委託先

に対して検査等を行うことができる。 

（教育の実施）  

第２０条  受注者は、従業員に対し、この契約による業務に関する情

報資産を取り扱う場合に遵守すべき事項その他この契約の適切な履

行のために必要な事項に関する研修等の教育を実施しなければなら

ない。 

（契約の解除）  

第２１条  発注者は、受注者がこの特記事項に定める義務を果たさな

い場合には、契約による業務の全部又は一部を解除することができ

るものとする。  

２  受注者は、前項の規定に基づく契約の解除により損害を被った場

合においても、発注者にその損害の賠償を求めることはできない。 

３  第１項の規定により契約を解除したときは、契約保証金は発注者

に帰属する。契約保証金の納付がない場合は、受注者は、委託契約

金の 10 分の１に相当する額を損害賠償金として発注者に支払わなけ

ればならない。 

（損害賠償） 

第２２条  受注者の故意又は過失を問わず、受注者が本特記事項に定

める義務に違反し、又は怠ったことにより、個人情報の漏えい等の

事故が発生し、発注者に対する損害を発生させた場合は、受注者は、

発注者に対して、その損害を賠償しなければならない。 

２  前項の損害賠償金は、契約金、契約保証金その他受注者に支払う

べき債務と相殺することができる。 

３  第１項の損害賠償の額は、前条第１項により契約を解除する場合

には、同条第３項により発注者に帰属する契約保証金又は受注者が

発注者に支払う損害賠償金の額を超過した額とする。 

（違反事実の公表）  

第２３条  受注者がこの特記事項に違反した場合、発注者は受注者の

名称及び違反事項を公表することができる。  



（その他）  

第２４条  受注者は、この特記事項に定めるもののほか、情報資産の

適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 


